





定があった。これらの規定との比較の視点から，2020 年に採択されて 2021 年 1 月より施
行される中華人民共和国民法典（以下「民法典」とも称する」）の人格権編においてどの
ような変化があったのかを条文上の文言の変化について検討する。















438e2d.shtml］（2021 年 1 月 10 日閲覧）。
（2） 王晨訳「中華人民共和国民法典各分編（草案）第三編　人格権」法学雑誌 65 巻 1・2 号 83 頁。なお，本稿
の条文翻訳においては，同研究における草案段階の条文翻訳も参考にした。
（3） 日本語文献として，但見亮『中国夢の法治―その来し方行く末』成文堂，2019 年，石塚迅『現代中国と立憲
主義』東方書店，2019 年，射手矢好雄「中国の民法典の特色」国際商事法務 48 巻 7 号，2020 年，978-979 頁。






t20200611_525124228.shtml］（2021 年 1 月 10 日閲覧）。
〔資　料〕
―227―































（5） 詳細は長友昭「氏名権，親の命名権をめぐる比較法的考察――日本の実務と中国の指導案例 89 号「北雁雲依」
事件，中国民法典の人格権規定から」拓殖大学論集　政治・経済・法律研究 23 巻 2 号を参照。
（6） 関連規定の中で「最高人民法院民事権利侵害における精神損害賠償責任を確定する若干の問題に関する解釈」
［関於確定民事侵権精神損害賠償責任若干問題的解釈］（2010 年 3 月 8 日公布，同年 3月 10 日施行）につい
ては，宇田川幸則「中国最高人民法院の精神損害賠償および人身損害賠償に関する二つの司法解釈」法政論
集 237 号，2010 年の分析および条文翻訳を参考にした。
（7） なお，中国民法典の他の部分の翻訳として，物権編（第 2編　物権）については長友昭「中華人民共和国民
法典における物権編の紹介と試訳――2007 年物権法との比較の視点から」拓殖大学論集　政治・経済・法律
研究 23 巻 1 号，2020 年を，権利侵害責任編（第 7編　権利侵害責任）については同「中華人民共和国民法
典権利侵害責任編の試訳――2009 年中華人民共和国権利侵害責任法からの改正点・対照資料として」拓殖大
学論集　政治行政研究 12 号，2021 年をそれぞれ参照されたい。
―228―
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＊本研究は JSPS 科研費 19K01252 の助成を受けた研究成果の一部である。






























千葉商大論叢　第 58 巻　第 3号（2021 年 3 月）
〔抄　録〕
　中華人民共和国民法典が 2020 年に採択されて 2021 年 1 月より施行される。本稿は，中
華人民共和国民法典の人格権編の規定と従来の関連規定を対照して訳出し，その改正点を
明らかにする資料である。人格権については，日本法ないし日本民法においては，明文の
規定がない分野である。中国においても，人格権の分野について，従来，その分野のまと
まった法律（単行法）はなく，各種・各レベルの法規範における関連規定があるのみであっ
たが，中国民法典においては，明文の規定を置くことになった。この規定を総則編の中に
まとめて規定するのか，「人格権編」として 1つの編を設けるのかで争いがあったが，独
立した 1つの編としてまとめることとなった。また，中国では，憲法において「人権」と
いう用語は規定しているものの，その規定によって，自然法的な意味での人権の実質的な
保障がなされうるか，見解が分かれており，例えば，一般の人々の生活においても身近な
問題である氏名権［姓名権］や命名権の問題等，様々なレベルで「人格権」の運用が注目
されている。
―239―
長　友昭：中華人民共和国民法典人格権編の試訳
